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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
電波吸収性部材を含む電波吸収体を電磁シールド室の内面に形成した電波暗室であって、
　前記電波暗室は、外部と連通した通路を有し、
　前記電波暗室に、
　　１つだけ形成されたカバー開口部を除いて被試験体全体を囲うカバーと、
　　前記通路を通って前記電波暗室の内部と外部とにわたって延長し、一方の開口端部を
前記カバーに形成されたカバー開口部に連接するとともに、他方の開口端部を前記電波暗
室の外部に設けられた空調設備に接続した１つの空気循環用ダクトと
　を有し、
　前記空気循環用ダクトは、内部で分割された二重構造により、前記電波暗室の外部から
の空気を前記カバーの内部へ導入するための吸気用ダクトと、前記カバーの内部の空気を
前記電波暗室の外部へ送出するための排気用ダクトとが形成され、
　前記空調設備によって前記空気循環用ダクトを介して前記カバー内に任意の温度の空気
を循環させて、前記カバーおよび前記空気循環用ダクト内を温度変更可能かつ任意の一定
温度に保持可能とした
　ことを特徴とする電波暗室。
【請求項２】
請求項１に記載の電波暗室において、
　前記カバーと前記空気循環用ダクトとは、電磁波に影響を与えない素材で形成されたも
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のである
　ことを特徴とする電波暗室。
【請求項３】
請求項２に記載の電波暗室において、
　前記カバーと前記空気循環用ダクトとは、保温性のよい素材で形成されたものである
　ことを特徴とする電波暗室。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電波暗室に関し、さらに詳細には、電波吸収性部材を含む電波吸収体を電磁
シールド室の内面に形成して構成された電波暗室であって、その中で電子機器などの被試
験体に関する種々の特性評価を行うようにした電波暗室に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、電子機器からの放射電磁波の評価、電磁適合性評価あるいはアンテナの送受
信特性の評価などは、電波暗室を用いて電波暗室内において行われていた。
【０００３】
　図１には、こうした従来の電波暗室の一部を破断して示した概略構成説明図が示されて
おり、電波暗室において電子機器からの放射電磁波を評価する場合を示している。
【０００４】
　図１に示すように、電波暗室１００は、外部から遮蔽された電磁シールド室１０２を備
えている。
【０００５】
　この電磁シールド室１０２は、電磁シールド性を有する床１０４の表面１０４ａと、床
１０４の表面１０４ａに立設された前方電磁シールド壁１０６ａと、床１０４の表面１０
４ａに立設された後方電磁シールド壁１０６ｂと、床１０４の表面１０４ａに立設された
左側電磁シールド壁１０６ｃと、床１０４の表面１０４ａに立設された右側電磁シールド
壁１０６ｄと、前方電磁シールド壁１０６ａと後方電磁シールド壁１０６ｂと左側電磁シ
ールド壁１０６ｃと右側電磁シールド壁１０６ｄとの上面に配設された上側電磁シールド
壁１０６ｅとにより、外部から遮蔽された空間である。
【０００６】
　こうした電磁シールド室１０２の内面、即ち、床１０４の表面１０４ａならびに前方電
磁シールド壁１０６ａ、後方電磁シールド壁１０６ｂ、左側電磁シールド壁１０６ｃ、右
側電磁シールド壁１０６ｄおよび上側電磁シールド壁１０６ｅの内側には、電波吸収性部
材を含む電波吸収体１０８が配設されている。
【０００７】
　また、左側電磁シールド壁１０６ｃと当該左側電磁シールド壁１０６ｃに配設された電
波吸収体１０８の下部には、電磁シールド室１０２の内部と外部とを連通するケーブル導
出口１１０が形成されている。
【０００８】
　電磁シールド室１０２内における床１０４の表面１０４ａに形成された電波吸収体１０
８上には、被試験体たる送受波機器としての電子機器１１２を支持する第１支持台１１４
と、測定用のアンテナ１１６を支持する第２支持台１１８とが配設されている。なお、電
子機器１１２とアンテナ１１６とは、第１支持台１１４と第２支持台１１８とにそれぞれ
所定の位置および姿勢で支持される。なお、アンテナ１１６の上下方向位置は、第２支持
台１１８に沿って可変に設定することができ、種々の高さ位置において電子機器１１２か
ら放射される電波の特性を評価することができるようになされている。
【０００９】
　ここで、アンテナ１１６に接続されるフレキシブルケーブル１２０は、アンテナ１１６
後端の接続部１１６ａからアンテナ１１６の直後方において電磁シールド室１０２内にお
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ける床１０４の表面１０４ａに向けて垂れ下がり、当該表面１０４ａを這うように延長し
、ケーブル導出口１１０を通って電波暗室１００の外部へ引き出され、特性測定器１２２
に接続されている。なお、フレキシブルケーブル１２０は、例えば、同軸ケーブルよりな
るものである。
【００１０】

　以上の構成において、電子機器１１２から放射される電磁波をアンテナ１１６により、
例えば、水平／垂直偏波として受信し、特性測定器１２２によりこの特性を評価する。ま
たは、アンテナ１１６から電波を放射して、電子機器１１２の動作の変化を評価する。
【００１１】

　しかしながら、上記した従来の電波暗室においては、電波吸収性部材を含む電波吸収体
を配設した電磁シールド室全体の空調管理を行う通常の空調設備しかなく、被試験体であ
る送受波機器の周囲温度を一定に保つことができず、送受波機器から放射または受信され
る電磁波による温度特性評価に影響を与える恐れがあるという問題点があった。
【００１２】
　なお、周囲温度を一定に保つ装置として恒温槽が知られているが、こうした恒温槽は被
試験体である送受波機器から放射される電磁波に影響を与える金属製のものしかないもの
であり、電波暗室内において用いることはできないものであった。
【００１３】

　なお、本願出願人が特許出願時に知っている先行技術は、上記において説明したような
ものであって文献公知発明に係る発明ではないため、記載すべき先行技術情報はない。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　本発明は、上記したような従来の技術が有する種々の問題点に鑑みてなされたものであ
り、その目的とするところは、電波吸収性部材を含む電波吸収体を配設した電磁シールド
室内において被試験体の周囲温度を一定に保つことができるようにして、被試験体から放
射または受信される電磁波による温度特性評価への影響を低減することができるようにし
た電波暗室を提供しようとするものである。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　上記目的を達成するために、本発明による電波暗室は、電波吸収性部材を含む電波吸収
体を配設した電磁シールド室内において、被試験体を空気循環用ダクトを備えたカバーで
囲うことにより、被試験体の周囲温度を任意の温度に一定に保つことができるようにした
ものであり、空気循環用ダクトの端部は電波暗室の外部に開口している。
【００１６】
　こうした本発明による電波暗室によれば、被試験体の周囲温度を一定に保つことができ
るようになり、被試験体から放射または受信される電磁波による温度特性評価への影響を
低減することができるようになる。
【００１７】
　また、こうした本発明による電波暗室によれば、電波暗室内に恒温槽を設置する必要が
ないため、恒温槽による被試験体から放射される電磁波への影響を考慮する必要が全くな
くなる。
【００１８】
　従って、本発明による電波暗室を用いれば、電波暗室内において被試験体の温度特性を
安価で簡単に測定することができるようになる。
【００１９】
　ここで、被試験体を囲うカバーおよび空気循環用ダクトは、電磁波に影響を与えない素
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材で形成することが好ましい。
【００２０】
　こうした電磁波に影響を与えない素材としては、例えば、発泡スチロールや樹脂などが
あり、適宜に選択すればよく、例えば、発泡スチロールによりカバーを形成し、樹脂によ
り空気循環用ダクトを形成することができる。
【００２１】
　また、空気循環用ダクトにより送受波機器カバー内に任意の温度の空気を強制的に循環
することができるように、電波暗室の外部に開口している空気循環用ダクトの端部には温
度設定を任意に行うことのできる空調設備を接続することが好ましい。
【００２２】
　なお、こうした空調設備としては、従来より公知の空調設備を適宜に用いることができ
る。
【００２３】
　即ち、本発明のうち請求項１に記載の発明は、電波吸収性部材を含む電波吸収体を電磁
シールド室の内面に形成した電波暗室であって、上記電波暗室は、外部と連通した通路を
有し、上記電波暗室に、１つだけ形成されたカバー開口部を除いて被試験体全体を囲うカ
バーと、上記通路を通って上記電波暗室の内部と外部とにわたって延長し、一方の開口端
部を上記カバーに形成されたカバー開口部に連接するとともに、他方の開口端部を上記電
波暗室の外部に設けられた空調設備に接続した１つの空気循環用ダクトとを有し、上記空
気循環用ダクトは、内部で分割された二重構造により、上記電波暗室の外部からの空気を
上記カバーの内部へ導入するための吸気用ダクトと、上記カバーの内部の空気を上記電波
暗室の外部へ送出するための排気用ダクトとが形成され、上記空調設備によって上記空気
循環用ダクトを介して上記カバー内に任意の温度の空気を循環させて、上記カバーおよび
上記空気循環用ダクト内を温度変更可能かつ任意の一定温度に保持可能としたのである。
【００２４】
　また、本発明のうち請求項２に記載の発明は、本発明のうち請求項１に記載の発明にお
いて、上記カバーと上記空気循環用ダクトとが、電磁波に影響を与えない素材で形成され
るようにしたものである。
【００２５】
　また、本発明のうち請求項３に記載の発明は、本発明のうち請求項２に記載の発明にお
いて、上記カバーと上記空気循環用ダクトとは、保温性のよい素材で形成されたものであ
るようにしたものである。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明によれば、電波吸収性部材を含む電波吸収体を配設した電磁シールド室内におい
て被試験体である送受波機器の周囲温度を一定に保つことができるようになるため、被試
験体である送受波機器から放射または受信される電磁波による温度特性評価への影響を低
減することができるようになり、被試験体の温度特性を安価で簡単に測定可能な電波暗室
を提供することができるという優れた効果を奏する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　以下、添付の図面を参照しながら、本発明による電波暗室の実施の形態の一例を詳細に
説明する。
【００２８】
　なお、図２乃至図５において、図１と同一あるいは相当する構成に関しては、図１にお
いて用いた符号と同一の符号を用いて示すことにより、その詳細な構成および作用の説明
は省略する。
【００２９】

　図２には、本発明の実施の形態の一例による電波暗室の一部を破断して示した図１に対
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応する概略構成説明図が示されており、電波暗室において電子機器からの放射電磁波を評
価する場合を示している。
【００３０】
　この図２に示す本発明による電波暗室１０は、被試験体である送受波機器たる電子機器
１１２全体を囲うカバー１２と、カバー１２の一部に形成されたカバー開口部１４に連接
された空気循環用ダクト１６とを有する点において、従来の電波暗室１００とは異なる。
【００３１】
　ここで、カバー１２および空気循環用ダクト１６は、電磁波に影響せずに保温性のよい
素材で構成することが好ましい。こうした電磁波に影響せずに保温性のよい素材としては
、例えば、発泡スチロールや樹脂があり、発泡スチロールにカバー１２を形成し、樹脂に
より空気循環用ダクト１６を形成することができる。
【００３４】
　また、右側電磁シールド壁１０６ｄと当該右側電磁シールド壁１０６ｄに配設された電
波吸収体１０８の下部には、電磁シールド室１０２の内部と外部とを連通する通路１８が
形成されており、吸気用ダクト１６ａと排気用ダクト１６ｂとよりなる空気循環用ダクト
１６は、この通路１８を通って電波暗室１０の内部と外部とにわたって延長し、吸気用ダ
クト１６ａと排気用ダクト１６ｂとの一方の開口端部をカバー１２に形成されたカバー開
口部１４に連接するとともに、吸気用ダクト１６ａと排気用ダクト１６ｂとの他方の開口
端部を電波暗室１０の外部において開口している。
【００３５】
　電波暗室１０の外部には設定温度を変更可能な空調設備２０が設置されており、電波暗
室１０の外部において開口している吸気用ダクト１６ａと排気用ダクト１６ｂとの他方の
開口端部は、この空調設備２０に接続されている。
【００３６】
　この空調設備２０を稼働することによって、吸気用ダクト１６ａを介して空調設備２０
から送出される空気がカバー１２内へ導入され、排気用ダクト１６ｂを介してカバー１２
内の空気が空調設備２０へ送出される。このようにしてカバー１２および吸気用ダクト１
６ａと排気用ダクト１６ｂとにより構成される空気循環用ダクト１６内の空気が強制的に
循環されて、カバー１２および吸気用ダクト１６ａと排気用ダクト１６ｂとにより構成さ
れる空気循環用ダクト１６内の温度は変更可能かつ任意の一定温度に保持可能とされてい
る。
【００３７】

　以上の構成において、この電波暗室１０においては、設定温度が所定の任意の温度とな
るようにして空調設備２０を稼働すると、空気循環用ダクト１６の吸気用ダクト１６ａと
排気用ダクト１６ｂとによってカバー１２内の空気が強制的に循環されて、カバー１２内
は当該所定の任意の温度に短時間で平衡状態になり、当該所定の任意の温度に一定に保持
することができる。
【００３８】
　従って、この電波暗室１０においては、電波吸収性部材を含む電波吸収体１０８を配設
した電磁シールド室１０２内において被試験体たる送受波機器である電子機器１１２の周
囲温度を一定に保つことができるようになるため、電子機器１１２から放射または受信さ
れる電磁波による温度特性評価への影響を低減することができるようになり、電子機器１
１２において送受される電波の温度特性測定精度を向上することが可能となる。このため
、電子機器１１２の温度特性を安価で簡単に測定することができるようになり、例えば、
電子機器１１２の放射ＥＭＩの温度特性を安価でより精度良く測定することができる。
【００３９】
　即ち、電波暗室１０によれば、電波暗室１０における試験に際し、被試験体たる送受波
機器としての電子機器１１２において送受される電波の温度特性測定精度を向上すること
ができる。
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　上記した実施の形態においては、空気循環用ダクト１６を構成する吸気用ダクト１６ａ
と排気用ダクト１６ｂとを、図３に示すように、吸気用ダクト１６ａと排気用ダクト１６
ｂとを外見上はひとつのダクトとして構成するが、内部で分割された二重構造のダクトと
してもよい。
【産業上の利用可能性】
【００４５】
　本発明は、電子機器などの送受波機器からの放射電磁波の評価、電磁適合性評価、アン
テナの送受信特性の評価を行う際などに利用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００４６】
【図１】従来の電波暗室の一部を破断して示した概略構成説明図であり、電波暗室におい
て電子機器からの放射電磁波を評価する場合を示している。
【図２】本発明の実施の形態の一例による電波暗室の一部を破断して示した図１に対応す
る概略構成説明図であり、電波暗室において電子機器からの放射電磁波を評価する場合を
示している。
【図３】カバーおよび空気循環用ダクトの一部を示す斜視図である。
【符号の説明】
【００４７】
　　１０、１００　　　電波暗室
　　１２　　　　　　　カバー１２
　　１４　　　　　　　カバー開口部
　　１６　　　　　　　空気循環用ダクト
　　１６ａ　　　　　　吸気用ダクト
　　１６ｂ　　　　　　排気用ダクト
　　１８　　　　　　　通路
　　２０　　　　　　　空調設備
　１０２　　　　　　　電磁シールド室
　１０４　　　　　　　床
　１０４ａ　　　　　　表面
　１０６ａ　　　　　　前方電磁シールド壁
　１０６ｂ　　　　　　後方電磁シールド壁
　１０６ｃ　　　　　　左側電磁シールド壁
　１０６ｄ　　　　　　右側電磁シールド壁
　１０６ｅ　　　　　　上側電磁シールド壁
　１０８　　　　　　　電波吸収体
　１１０　　　　　　　ケーブル導出口
　１１２　　　　　　　電子機器
　１１４　　　　　　　第１支持台
　１１６　　　　　　　アンテナ
　１１８　　　　　　　第２支持台
　１２０　　　　　　　フレキシブルケーブル
　１２２　　　　　　　特性測定器



(7) JP 4440002 B2 2010.3.24

【図１】 【図２】

【図３】



(8) JP 4440002 B2 2010.3.24

10

フロントページの続き

(56)参考文献  実開平０２－０３９１７３（ＪＰ，Ｕ）　　　
              特開平０７－１２２８７７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平１１－０８７９８２（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｈ０５Ｋ　　　９／００　　　　
              Ｇ０１Ｒ　　２９／１０　　　　
              Ｈ０１Ｑ　　１７／００　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

